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決
算
に
つ
い
て
の
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た
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は
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課
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）

【
平
成
18
年
度
の
決
算
状
況
の
概
要
】

　

一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
決
算
総
額

は
、
歳
入
が
１
２
１
５
億
６
千
万
円
（
対
前
年
度

比
３
・
４
％
増
）
、
歳
出
が
１
２
０
０
億
２
千
万

円
（
対
前
年
度
比
４
・
６
％
増
）
、
収
支
差
引
額

15
億
４
千
万
円
で
、
こ
れ
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越

す
べ
き
財
源
７
億
７
千
万
円
を
差
し
引
い
た
実
質

収
支
額
は
７
億
７
千
万
円
の
黒
字
と
い
う
結
果
で

す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
実
質
収
支
額
に
は
前
年

度
実
質
収
支
額
（
22
億
４
千
万
円
）
お
よ
び
財
政

調
整
基
金
取
崩
し
額
（
18
億
５
千
万
円
）
な
ど
を

含
ん
で
お
り
、
こ
れ
ら
を
控
除
し
た
い
わ
ゆ
る
実

質
単
年
度
収
支
額
は
33
億
３
千
万
円
（
一
般
会
計

の
み
は
30
億
４
千
万
円
）
の
赤
字
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
う
ち
、
実
質
収
支
額
の
対
前
年
度
比
14

億
７
千
万
円
の
減
に
つ
い
て
は
、
公
債
費
、
災
害

復
旧
費
の
増
な
ど
が
影
響
し
て
い
る
も
の
と
推
察

さ
れ
ま
す
。

【
財
政
状
況
】

　

財
政
状
況
の
数
値
（
上
表
）
を
前
年
度
と
比
較

す
る
と
、
財
政
力
指
数
こ
そ
若
干
の
改
善
と
な
っ

て
い
る
も
の
の
、
そ
の
他
の
指
数
は
い
ず
れ
も
悪

化
し
て
い
ま
す
。
今
後
も
し
ば
ら
く
は
悪
化
傾
向

が
続
く
見
込
み
で
あ
り
、
出
雲
市
の
行
く
末
を
危

惧
す
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

一
方
、
地
方
債
残
高
は
、
一
般
会
計
と
特
別
会

計
を
合
わ
せ
た
平
成
18
年
度
末
が
１
９
２
７
億
５

千
万
円
で
、
前
年
度
よ
り
39
億
円
、
率
に
し
て
約

２
％
増
加
し
て
い
ま
す
。
地
方
債
残
高
削
減
に
向

け
不
断
の
努
力
を
望
み
ま
す
。

【
今
後
の
出
雲
市
の
財
政
に
つ
い
て
】

　

人
件
費
を
は
じ
め
と
す
る
行
政
コ
ス
ト
の
削
減

は
も
と
よ
り
、
負
担
金
･
補
助
金
の
見
直
し
な
ど

行
財
政
改
革
を
早
期
に
断
行
し
、
財
政
破
綻
が
現

実
な
問
題
と
な
ら
な
い
よ
う
気
を
引
き
締
め
て
財

政
運
営
に
当
た
っ
て
く
だ
さ
い
。
財
政
健
全
化
に

よ
る
長
期
的
に
安
定
し
た
市
政
運
営
を
強
く
望
み

ま
す
。

一
般
会
計
・
特
別
会
計

監
査
委
員
の
審
査
意
見
書
か
ら

平
成
18
年
度
決
算
報
告

　

平
成
18
年
度
の
決
算
が

９
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま

し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し

ま
す

一般　会計一般　会計歳 入706億5，225万円 717億4，051万円歳 出

特別会計

財政指標

企業会計 ※収益的収支は、１年間の営業収支
※資本的収支は、設備投資などに伴う収支。収入不足額は、損益勘定内部留保資金等（積立金など）で補てんします

（平成１９年３月末現在）
公有財産

会　計　名

国 民 健 康 保 険 事 業

国民健康保険橋波診療所事業

診 療 所 事 業

老 人 保 健 医 療 事 業

介 護 保 険 事 業

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

農業・漁業集落排水事業

浄 化 槽 設 置 事 業

風 力 発 電 事 業

ご 縁 ネ ッ ト 事 業

企 業 用 地 造 成 事 業

駐 車 場 事 業

サイクリング・ターミナル事業

住宅新築資金等貸付事業

高野令一育英奨学事業

廃 棄 物 発 電 事 業

合 計

歳　入

127億9,419万円

1,441万円

9,806万円

146億2,468万円

107億3,374万円

13億7,473万円

77億8,939万円

17億1,885万円

1億8,957万円

4,192万円

1億7,039万円

7,743万円

1億3,004万円

1,248万円

925万円

577万円

3,101万円

498億1,591万円

歳　出

125億4,294万円

980万円

8,984万円

148億5,153万円

104億2,349万円

13億4,298万円

77億4,206万円

17億982万円

1億8,957万円

4,192万円

1億6,812万円

7,743万円

1億3,004万円

1,248万円

925万円

577万円

1,993万円

493億6,697万円

差　引

2億5,125万円

461万円

822万円

△2億2,685万円

3億1,025万円

3,175万円

4,733万円

903万円

0円

0円

227万円

0円

0円

0円

0円

0円

1,108万円

4億4,894万円

説　　明

財政構造の弾力性を示します。
低いほど財源に余裕があります。

実質的な借金返済負担度を過
去３か年の平均値で示します。
１８％を超えると、地方債の発行
に県の許可が必要になります。
財政基盤の強さを過去３か年の
平均値で示します。１に近いほど
財源に余裕があります。

経常収支比率

実質公債費比率

財政力指数

１８年度

９４．２％

２１．1％

０．４８０

１７年度

９０．６％

１８．２％

０．４６０

収入　24億3,114万円
支出　20億8,722万円
収入　11億3,661万円
支出　23億6,484万円

収益的収支

資本的収支

水道事業会計
（税込み）

収入　23億4,442万円
支出　26億8,503万円
収入 　2億1,801万円
支出　 3億1,691万円

収益的収支

資本的収支

病院事業会計
（税込み）

土地　39,348,694㎡

建物
684,956㎡

自主財源 35.0%

依存財源 65.0%

市税
１５１億７，９３７万円

21.2％

地方交付税
１９３億６１６万円

26.9％

国庫支出金
６９億８，６５６万円

9.7％

市債
１２６億２，３５０万円

17.6％

分担金及び負担金
１４億７，１４４万円

2.1％

県支出金
３６億８，２９３万円
5.1％

議会費
３億８，６１０万円

0.5％

衛生費
３９億９，１９０万円

5.7％

労働費
２億８，３２３万円

0.4％農林水産業費
３８億７，７９５万円

5.5％

商工費
１５億１，６９５万円

2.1％

消防費
２１億３，６３５万円
3.0％

維持補修費
５億６，００５万円
　　　　0.8％

補助費等
２８億７，８１７万円 4.1％

積立金
３億６，９７０万円
0.5％

投資及び出資金・貸付金
１２億７，６６７万円
1.8％

災害復旧費
１０億６，７２５万円
1.5％

諸支出金
６億円
0.8％

災害復旧費
１０億６，７２５万円
1.5％

地方譲与税など
４０億7，785万円
5.7％

使用料及び手数料
１２億４，６５５万円

1.7％

繰入金
２３億６，５７５万円

3.3％

繰越金
２１億１，１９４万円

2.9％

諸収入
２５億１，３４５万円

3.5％その他
1億7,501万円

0.3％

総務費
８５億４，７００万円

12.1％

土木費
１１１億５６１万円

15.7％

公債費
１２１億９，５６７万円

17.3％

民生費
１４７億３，０５８万円

20.9％
教育費

１０２億１，３６６万円
14.5％

義務的経費 43.3%

その他 29.7%

投資的経費 27.0%

扶助費
７７億８，４１３万円

11.0％

普通建設事業費
１７９億９，２９3万円

25.5％

公債費
１２１億９，５６７万円

17.3％

人件費
１０６億３，５０５万円
　　15.0％

物件費
８６億４９３万円
12.2％

繰出金
７２億８，７７０万円

10.3％

※老人保健医療事業の差引不足は、繰上充用金で補てん

性質別

目的別


